
 資料１  
 

 

「快適性に配慮した家畜の飼養管理に関する勉強会」の開催について 

 

 

１ 目的 

 アニマルウェルフェア（快適性に配慮した飼養管理等）については、近年、ＥＵ

並びに加盟各国及びＯＩＥ（国際獣疫事務局）において、ＥＵ理事会指令の発出、

畜種別基準の制定、ガイドラインの作成等の取組みが進んでおり、国際的に関心が

高まっている。 

 一方、国内における家畜の適切な飼養及び保管については、現在、「動物の愛護

及び管理に関する法律」に基づく「産業動物の飼養及び保管に関する基準」に則し

て行われているが、同法改正に伴い当該基準の改定が予定されている。 

 これらの内外の動きに適切に対応するためには、家畜（産業動物）のアニマルウ

ェルフェアに関する考え方を、動物愛護の観点のみならず、国内自給率の確保、国

際化の進展に対応し得る畜産業の育成、家畜衛生管理の徹底、管理者の安全性・作

業性、長年の改良を経た家畜の特性、地域ごとの飼養環境の相違、消費者の見方等、

多角的な観点から、科学的知見に基づき関係者で議論を重ねて整理をしていく必要

がある。 

  このため、実務者、学識経験者等からなる「快適性に配慮した家畜の飼養管理に

関する勉強会」を開催し、ＥＵ理事会指令、畜種別基準、ＯＩＥガイドライン等の

内容の把握、国内の家畜の飼養環境等の分析、不足する知見の調査・試験、関係者

の意見聴取等を通じて、基本的考え方の整理等を行う。 

  

               

２ 検討内容 

  （１）家畜のアニマルウェルフェアをめぐる内外の情勢の把握 

  （２）科学的知見等に照らした我が国の飼養管理の課題の分析 

  （３）家畜のアニマルウェルフェアに関する基本的考え方の整理 

 等 

 

 

３ 事業実施主体 

 （社）畜産技術協会 
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資料２

アニマルウェルフェアをめぐる国内外の動きと問題点

１．国内のアニマルウェルフェアに関する法的枠組みと法改正

１）現状

家畜を含むアニマルウェルフェアについては、環境省所管の「動物の愛護及び管理

に関する法律 （動物愛護管理法）に規定されているほか、家畜については「産業」

動物の飼養及び保管に関する基準」等で規定されている。

２）動物愛護管理法の改正

「 」 （ ） 、動物愛護管理法 は前回改正法の施行 Ｈ１２年 から５年目に当たることから

同法の附則に従って、施行状況等の検討を行い 年に改正され、 年 月よりH17 H18 6
施行されている。

また、今回は、主にペットとして飼養される動物取扱業、特定動物（危険な動物）

の管理を中心に議員立法により改正され、

（１）環境大臣による「動物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進するため

」 「 」の基本指針 の策定と都道府県による指針を受けた 動物愛護管理推進計画

策定の義務付け

（２）特定動物（人の生命、身体又は財産に害を加える恐れのある動物。ワニ等）

の飼養及び保管について、都道府県知事等の許可の義務付け及び許可を受け

たことを明らかにするための個体識別を行う措置の義務付け

（３）動物取扱業者（実験動物を含む産業動物等の生産・販売業者を除く）に対す

る規制の強化

（４）動物を実験等に供する場合の配慮事項の追加

等を内容とするものになっている。

３）産業動物の飼養及び保管に関する基準改正の動き

環境省は、動物愛護法下にある４つの基準「家庭動物等の飼養及び保管に関する

基準 「展示動物の飼養及び保管に関する基準 「実験動物の飼養及び保管並びに」、 」、

苦痛の軽減に関する基準 「産業動物の飼養及び保管に関する基準」について、策」、

定後の経過年数により順次改正を進めてきているところ。今後は「産業動物の飼養

及び保管に関する基準」についても、改正に向けた検討が行われることとなるが、

国際的な動き、関係法令等との整合性、我が国の実情等を踏まえた上で飼養及び保
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管の在り方を検討する必要があるとされている。

２．海外におけるアニマルウェルフェアの視点からの規制の動き

１） の動きEU
は 地域内流通を行う家畜がアニマルウェルフェアの視点から見て、適切に取EU EU

り扱われているべきとの立場から、構成国政府に対し、理事会指令として守るべき最

低限の基準を示し、各国の対応を促しており、各国は、これを受けて法整備を含めた

基準の運用を行っている。主な内容は、以下のとおりである。

（１）農業目的で保持される動物の保護に関する理事会指令( 年)1998
家畜全般の飼養管理に関する基準を定めたもの。

、 、 、 、 、 、付属書に家畜の飼養に関する管理者 観察 照明 記録の保管 収容設備 器具

給餌、給水等について規定。

（２）家畜別理事会指令（子牛 年、鶏 年、豚 年：各最終改訂）1997 1999 2001
子牛、採卵鶏、豚の飼養管理についての最低基準を規定したもの。

子牛は、単子飼いの禁止、スペース基準等について規定。

採卵鶏は、養鶏方式をウェルフェアレベルに応じて３つに分類して飼養方法を規

定。

豚は、養豚施設の最低基準、繁殖雌豚の繋ぎ飼い禁止、従業員の条件、スペース

基準等について規定。

この他、 年に入りブロイラーに関する飼養方法（スペース）について2005
の規定（理事会指令）が検討されており、承認される方向である。

また、 は 年 月、 年から 年までの 年間におけるアニマルEU 2006 1 2006 2010 5
ウェルフェア政策の計画を公表。

２） （国際獣疫事務局）の動きOIE
ＥＵを中心としたアニマルウェルフェアへの取り組みを背景に、 年の総会でア2002

ニマルウェルフェアに関する検討を行うことが決議されてから、アニマルウェルフェ

アに関する４つの項目（ 家畜をと殺する際のガイドライン 「家畜の陸上輸送にか「 」、

かるガイドライン 「家畜の海上輸送にかかるガイドライン 「疾病コントロールの」、 」、

ための殺処分にかかるガイドライン ）について、 年の総会で、ガイドラインと」 2005
して決議された。
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３）その他の動き

（国際食品規格委員会）ガイドライン(２００１年)CODEX
畜産品を対象とした有機畜産物についての定義と認証基準を定めたもの。

有機的な家畜飼養方法にアニマルウェルフェアを意識した項目として 「除角、断、

、 」、「 」、「 」、「 」、「 」、尾 抜歯の禁止 自由行動 病気予防 十分な水と飼料の給与 畜舎構造

「 」、「 」、「 」 。輸送方法 繋ぎ飼いの禁止 ストレスと痛みのないと殺の方法 等詳細に規定

我が国は、これを参考に実態を勘案して、有機畜産物等に関するＪＡＳ規格の制定

に向けた検討を行い、生産及び加工の基準等を規定した「有機畜産物」及び「有機加

工食品」のＪＡＳ規格が平成 年 月に制定された。17 10



産業動物の飼養及び保管に関する基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和62年10月９日  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総理府告示第22号  

第１  一般原則

    管理者及び飼養者は、産業動物の生理、生態、習性等を理解し、かつ、愛情をもって

飼養するように努めるとともに、責任をもってこれを保管し、産業動物による人の生命、

身体又は財産に対する侵害及び人の生活環境の汚損を防止するように努めること。

第２  定  義

  この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

(1) 産業動物  産業等の利用に供するため、飼養し、又は保管しているほ乳類及び鳥類

に属する動物をいう。

(2) 施設  産業動物の飼養又は保管を行うための施設をいう。

(3) 管理者  産業動物及び施設を管理する者をいう。

(4) 飼養者  産業動物の飼養又は保管に従事する者をいう。

第３  産業動物の衛生管理及び安全の保持

 １  管理者及び飼養者は、産業動物の適正な飼養又は保管を行うため、産業動物の衛生

管理及び安全の保持に関する知識と技術を習得するように努めること。

 ２  管理者は、産業動物の飼養又は保管に当たっては、必要に応じて衛生管理及び安全

の保持に必要な設備を設けるように努めること。

 ３  管理者及び飼養者は、産業動物の疾病の予防及び寄生虫の防除のため、日常の衛生

管理に努めるとともに、疾病にかかり、又は負傷した産業動物に対しては、速やかに

適切な措置を講じ、産業動物の衛生管理及び安全の保持に努めること。

 ４  管理者及び飼養者は、産業動物の使役等の利用に当たっては、産業動物の安全の保

持及び産業動物に対する虐待の防止に努めること。

第４  導入・輸送に当たっての配慮

１  管理者は、施設の立地、整備状況及び飼養能力を勘案し、産業動物を導入するよ

うに努めること。

２  管理者は、施設への産業動物の導入に当たっては、必要に応じて適切な衛生検査

を行うように努めること。

３  産業動物の輸送に当たる者は、その輸送に当たっては、産業動物の衛生管理及び

安全の保持に努めるとともに、産業動物による事故の防止に努めること。

第５  危害防止

１  管理者は、産業動物からの疾病にかかることを予防するため、管理者及び飼養者

の健康について必要な健康管理を行うように努めること。

２  管理者及び飼養者は、産業動物が施設から脱出しないように配慮すること。

３  管理者は、地震、火災等の非常災害が発生したときは、速やかに産業動物を保護

し、及び産業動物による事故の防止に努めること。

第６  生活環境の保全

  管理者及び飼養者は、産業動物の排せつ物の適切な処理、産業動物による騒音の防

止等生活環境の保全に努めること。

第７  補  則

管理者及び飼養者は、ほ乳類及び鳥類に属する動物以外の動物を産業等に利用する

場合においても、この基準の趣旨に沿って措置するように努めること。

資料３
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資料４

ＥＵ理事会指令の概要

年改訂( )）1998 98/58/EC
農業目的で保持される動物の保護に関するＥＵ理事会指令（家畜全般）

１．適切な管理人員の配置

２．毎日最低 日 回の観察点検、疾病家畜の適切なケア1 1

３．治療及び死亡などの記録と保持

４．行動の自由の確保

５．消毒可能かつ危険箇所のない飼育舎の建築及び維持管理

６．畜舎環境（空気循環、塵埃レベル、温度、ガス濃度等）の適切な管理

７．適切な自然光、または人工照明の確保

８．建物内で飼育しない動物のリスクからの保護

９．動物の健康と福利に不可欠なすべての自動式または機械式の設備の毎日の点検

１０．良好な健康状態を維持できる飼養管理（飼料、水、その他の物質の給与）

１１．治療または予防、もしくは畜産技術上の処置を目的としない物質投与の禁止
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年改訂( )）1997 97/2/EC
家畜別 理事会指令の概要（子牛）EU

１．子牛の単独（牛房）飼養の禁止

２．子牛の群飼で必要な体のサイズに応じた１頭当たりのスペース

体重１５０ 未満 １．５㎡kg
体重１５０ ～２２０ｋｇ １．７㎡kg
体重２２０ 以上 １．８㎡kg

３．収容設備や設備設置に使用された用品の消毒

４．子牛に害のない空気循環、ほこりレベル、温度、湿度の維持

５．子牛の健康に関わる自動化施設、または機械設備の毎日の点検

６．人工換気装置を使う場合、作動しない場合のバックアップの準備と警報装置の設置

７．子牛への適切な自然光、または人工照明の確保

午前９時と午後５時の間の通常利用可能な自然光の時間と同等のレベル

８．所有者または責任者の毎日２回の観察

９．子牛が十分に横臥、休止、起立、毛繕いが可能な設備の建造

１０．子牛を繋ぐことの禁止

１１．感染症等の防御のための収容施設、牛房、器具等の適切な消毒
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年改訂（ )1999 1999/74/EC
家畜別 理事会指令の概要（採卵鶏）EU

１．ケージ等飼育方式別の１羽当たり最低必要面積の確保及び適切な飲水、給餌装置の

配備

飼育施設と必要面積等

○旧来型ケージ ５５０平方センチ／羽以上

２００３年以降新築禁止、２０１２年以降使用禁止

○愛護型ケージ ７５０平方センチ／羽以上

２００２年以降の新築に適用、ネスト、敷料、止まり木等が必要

○非ケージ飼育 １，１１１平方センチ／羽以上（１㎡内に１０羽未満）

飼育密度については、２０１２年１月以降適用

２．ケージ等飼育方式別かぎ爪を考慮した床構造等への配慮

３．全ての採卵鶏の所有者または責任者による毎日最低１回の観察検査

４．換気ファン、給餌器等の騒音源の管理による最小の騒音レベルへの配慮

５．十分な照明の確保（設備内への平等な光の分配に配慮した採光窓）

６．鶏に接する建物、設備、器具の浄化、規則的な消毒

７．逃亡を防ぐためのケージの装備

８．断嘴等の禁止
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年改訂（ )2001 2001/88/EC
家畜別 理事会指令の概要（豚）EU

１．群飼いのほ育豚、育成豚、未経産の豚、経産豚及び豚房の雄豚に最低限必要な床面

積の確保

（１）ほ育豚、育成豚

体重 １０ｋｇ未満 ０．１５㎡ 体重 ５０～８５ｋｇ ０．５５㎡

１０～２０ｋｇ ０．２０㎡ ８５～１１０ｋｇ ０．６５㎡

２０～３０ｋｇ ０．３０㎡ １１０ｋｇ以上 １．００㎡

３０～５０ｋｇ ０．４０㎡

（２）未経産の豚 １．６４㎡、 経産豚 ２．２５㎡

（３）成雄豚 ６㎡、（交配のための利用）１０㎡

２．未経産豚と妊娠豚の排水や格子状床が使用される場合を想定した床面への配慮

mm mm格子の最大幅は 子牛用 １１ 、 離乳から１０週令の豚 １４

mm mm育成豚 １８ 、 未経産及び経産豚 ２０

３．未経産の豚、経産豚のつなぎの禁止

４．分娩前１週間までは群飼養とすること。

５．８５dBほどの連続的な騒音レベルを回避できる環境の設定

６．最低限必要な明るい環境（４０luxの光度で１日８時間）の確保

７．排水のよい清潔な場所で横臥、寝起きが十分可能な設備

８．適切な質と十分な量の敷料の確保

９．餌が群外でも個々に自由に与えられる（自動給餌システム）環境

１０．２週齢以上の豚が十分に新鮮で自由な飲水の可能な設定

１１．身体への傷害、敏感な部分の損失、骨格の変更を伴う診断目的以外の行為、または

識別手法の禁止



年 月 規　　　　　　　程 内　　　　　　　　　　容

1978年 6月
農業目的で飼養される動物の保護のための欧州協
定の締結に関する理事会決定（78/923/EEC）

・欧州共同として、1976年の家畜福祉協定を承認

3月
事件(131/86)における欧州裁判所の判断を遵守する
理事会指令（88/166/EEC）

・バタリーケージ養鶏の福祉についての最低基準を定めた指令

5月
屠殺される動物の保護のための欧州協定の締結に
関する理事会決定（88/306/EEC）

豚の保護のための最低基準を定める理事会指令
（1991/630/EEC)

・養豚施設の最低基準等
・繁殖雌豚の繋ぎ飼い禁止

子牛の保護のための最低基準を定める指令
（91/629/EEC）

・クレートによる子牛の単飼の原則禁止

輸送中の動物の保護ならびに指令(90/425/EEC)およ
び(91/496/EEC)を修正する理事会指令

・商業目的での長距離輸送における脊椎動物全ての保護規定

1993年 12月
屠殺または殺処分時における動物の保護に関する理
事会指令(93/119/EC）

・屠殺場外での自家消費用屠殺、毛皮用動物の殺処分も対象

1995年 6月
輸送中の動物の保護に関する指令(91/496/EEC)を
修正する理事会指令（95/29/EC）

・輸送業業者の登録・認可制
・8時間以上の輸送行程計画書の作成・健康証明書の携行義務

1月
子牛の保護指令（91/629/EEC）を修正する理事会指
令（97/2/EC）

・スペース基準等の改定
・本文の修正

6月
休憩地及び行程日程計画書を修正する共同体基準
に関する理事会規則（97/1255/EC)

・輸送中に使用する休憩地の条件

2月
8時間を超える家畜輸送に用いられる道路車両に適
用される追加動物保護基準に関する理事会規則
（98/411/EC)

・連続8時間以上の輸送に使用する車両の空調等特定設備の義
務

3月
輸送中の生きた牛の福祉に関する輸出償還を申請す
るための細則を定める委員会規則（98/615/EC)

・輸出償還を受ける条件となる福祉基準の遵守状態の検査

7月
農業目的で飼養される動物の保護のための欧州協
定の締結に関する理事会指令（98/58/EC）

・集約畜産方式における家畜全般の福祉基準

1999年 7月
産卵鶏の保護のための最低基準を定める理事会指
令（1999/74/EC)

・1988年の指令改定、養鶏方式を福祉レベルに応じ3つに分類
・従来式バタリーケージの段階的に廃止

3月
輸送中の動物の保護に関する指令および委員会決
定の付属書を修正する委員会決定（2001/298/EC)

・獣医学的検査による動物の輸送に適した体調であることの証
明義務

6月
輸送中の動物の保護に関す理事会決議
（2001/C273/01)

・新輸送基準の提案と報告書の提出

8月
卵の特定市場基準に関する基準施行のための細則
導入規則を修正する委員会規則（01/1651/EC)

・卵の表示に養鶏方法（ケージ・平飼い・放飼）の類別の追加

10月
豚の保護のための最低基準を定める指令
（1991/630/EEC)を修正する理事会指令
（2001/88/EC)

・従業員の条件、新しいスペース基準などを追加

11月
豚の保護のための最低基準を定める指令
（91/630/EEC）を修正する委員会指令（2001/93/EC）

・断尾、切歯、去勢を原則禁止

2002年 1月
理事会指令（99/74/EC)の対象養鶏施設の登録に関
する委員会指令（2002/4/EC)

・施設登録に関する最新指令
・養鶏方法の区分（新指令）・卵の表示義務化に伴う登録制度

2003年 6月 休憩地の使用に関して修正する理事会規則（03/1040/・口蹄疫の蔓延を防止するための休憩地の衛生措置

アニマルウェルフェアに関するEU理事会指令等の流れ

2001年

1988年

1991年 11月

1997年

1998年
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年 行　動　計　画　内　容

①飼養を目的とする動物の保護に関する理事会指令(98/58/EC）の実績評価報告書の議会および理事
会への提出

②農場での検査に関する委員会決定(2000/50/EC）の改正提案準備

③産卵鶏の様々な飼養法に関する報告書の議会及び理事会への提出

④家畜やその他の動物の保護や福祉に関する消費者意識の後追い調査

⑤2006年前半の欧州理事会開催中（議長国：オーストリア）の家畜福祉に関するEUレベルでの国際会
議の開催

⑥動物福祉の研究に関連して政策の優先順位をつける審議組織（GIR)の活用

⑦WTOにおける欧州委員会の動物福祉と農産物貿易に関する意見及び農産物の表示に関する意見の
具体化および促進に向けた働きかけ

⑧国際的ガイドラインに基づき、七面鳥・乳牛など他の畜種におけるさらなる動物福祉の調和の必要性
に関する検討

①疾病対策における殺処分を含め、屠畜または殺処分の際の動物の保護に関するＥＵ指令の見直し提
案の準備

②動物の輸送中の衛生ナビゲーションシステムの使用および常時監視システムの開発に関する欧州委
員会の提案準備

③社会、特に子供への動物福祉に関するネットワークを利用した情報提供方法の開発を含む動物の保
護と福祉に関するコミュニケーション戦略の統合

④貿易相手国との動物福祉基準の双方の実行に関する共通理解による意思疎通方法の創設

⑤動物福祉規制の順守に責任を持つ加盟国の主管当局職員の訓練コースの組織化

①子牛の保護に関する欧州議会および欧州理事会へのレポート提出

②鶏肉及び鶏肉製品における動物福祉に係る表示制度導入の可能性に関する欧州議会および欧州理
事会へのレポートの提出

③豚の保護に関する欧州議会及び欧州理事会へのレポート提出

2009 ①2014年までに実行を可能とするための苦痛を与えないワナに関する定義作成

①ブロイラーの福祉に関する遺伝的要因の影響に関する欧州議会及び欧州理事会へのレポート提出

②ＥＵの動物福祉規則に関する情報のデータベース化と加盟国の主管当局、生産者、消費者に対する
情報の提供

③動物福祉規則における測定可能な指標のさらなる適用に関する欧州議会及び欧州理事会へのレ
ポート提出

④動物福祉に関するより厳しい基準を承認するための法的方法の創造

⑤動物福祉の生産システムにより生産された製品のＥＵとしての品質基準の可能な限りの創設。ＥＵに
おける動物福祉のより高いレベルでの適用のための技術的、財政的なシステムの構築

2010

EUアニマルウェルフェア5カ年行動計画2006-2010年のスケジュール

2006

2007

2008
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